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政府が３年ぶりに改定する「エ

ネルギー基本計画」の概要が分か

った。太陽光や風力などの再生可

能エネルギーの割合を 2030 年度に 

36％から 38％にするほか、東京電 

力福島第１原発事故以降、記載さ

れてきた「原発の依存度を可能な

限り低減する」との表現を削除す

ることを決めた。原発を廃炉にし

た敷地外での「建て替え」も認め、

原発推進の方向へと踏み込む。 

 

 

政府は 2024 年度に再生可能エネ

ルギーの割合を４割から５割程度

とし、最大の電源とするシナリオ

を示す方向で最終的な調整に入っ

ており、火力発電は３割から４割

程度、原子力発電は２割程度とす

る方針だ。 

次期基本計画では 2040 年度に再

生エネの発電量を現在の最大３倍

に増やし、電源比率を４～５割に

引き上げる計画だが、導入ペース

は鈍化の傾向にある。このため原

発推進が不可欠となっている。 

東日本大震災後、国内で稼働した

原発は 14 基まで増えたが、計画達

成には道半ばであり、原発増設を

加速化させる。 

再生エネについては、2050 年の

温室効果ガス排出量を実質ゼロに

する目標に沿って導入を拡大する。

ただ、伸び率が鈍化しているため、

目標達成に向けての追加の支援策

なども盛り込む方針だ。火力発電

所は縮小する方向だ。 
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政府 原子力発電増設を加速化 
再エネ発電量、２０４０年度３倍増に 
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